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1. はじめに 

 2013 年 11 月に「改正耐震改修促進法」が施行さ

れ，不特定多数の者および避難弱者が利用する

建築物のうち大規模なもの等については，耐震診

断を行い報告することを義務付けし，その結果を表

示することが義務化された(図 1)。耐震改修促進法

は施行された 1995 年から 21 年経っている。これは

1995 年 1 月に発生した阪神淡路大震災において，

多くの旧耐震設計建物(1980 年以前の設計)が倒

壊，大破に至ったことから，現行の耐震基準に満た

ない建物の耐震補強が急務であると判断され施行

されたものである。その結果，日本国内で耐震補強

が進み，2011 年に発生した東日本大震災における

地震被害を最小限に留めた大きな要因となった。 

しかしながら，ホテルや病院など不特定多数の

人が常時利用する建物には，これまで建物の機能

を停止してまで耐震改修工事を行うことが中々出

来なかった建物が多く存在する。そこで，このような

建物でも建物機能を稼働させながら耐震改修工事

が行える新たな工法が必要となってきた。 

 そこで，筆者らは上記の耐震改修のニーズに応

えることに加え，近年の建設作業者数の減少を鑑

み，施工者の職種を限定しない工法とするため，プ

レキャスト化を図った新しい耐震補強工法として，

蝶形プレキャストコンクリートブロックを用いた鉄筋コ

ンクリート耐震壁の開発を行った（写真 1）。 

 2013 年 12 月から実用化を図ってきた本工法は，2016 年 8 月現在 28 棟（使用ブロック数累計

92,000 個）に適用されている。以下に本工法の概要から実施例までを紹介する。 

 

2. 本工法の概要 

2.1 構成要素 

本工法の概要を図 2 に示す。本工法は，既設の

RC 造骨組の構面内に蝶形をしたプレキャストコンク

リートブロックをエポキシ樹脂で接着しながら積上

げ，高強度グラウトをブロック空洞部および周辺骨

組との隙間に充填することで耐震壁を構築するも

のである。蝶形ブロックは，図 2 に示すように傾斜す

る上下面をかみ合わせて積層する。その結果，地

震時に蝶形ブロックの傾斜面に垂直抗力が発生し，

 
図 1 平成 25 年改正耐震改修促進法パンフレット 1) 

 
（a）全景 

 

（b）拡大図 

写真 1 施工完了時の状態（カラーブロック使用例） 

 

図 2 蝶形ブロックを用いた RC 耐震壁の概要 

 



 

地震による水平力が作用した際に上下方向力が作用し，通常の

を果たす。そのため，本工法では地震時に作用する水平力を上階から下階へ伝達するための壁縦

横筋が不要となる。本工

1) 蝶形ブロック；

ック形状はセンターホールタイプ，壁上部用スリットタイプ，最下部用下辺フラットタイプおよび半

割タイプの

置に設置できる。またブロック空洞部は縦孔のみとなる工夫をしている。

2) エポキシ樹脂；蝶形ブロックを短工期で施工するため各ブロックの上下・左右面に塗布し，ブロッ

ク積層時にブロック同士

3) 高強度無収縮グラウト；ブロックの高強度化に合わせて，ブロック空洞部および既設骨組との隙間

に Fc60

4) 壁縦筋；

ブロックの面外方向への転倒を防止するため

に壁縦筋を配筋する。

壁工法とは異なり，壁横筋を使用せずに特殊

なブロック形状によるブロック同士の連結力に

よって，地震時に水平力を負担させる。

5) 下地プレートまたは高強度レベラー；本工法

では，第

ため，下地プレートまたは高強度レベラーを施

工する。

6) 割裂防止筋；既設

部の隙間に充填する高強度無収縮グラウトの

ひび割れ発生を防止する。

 

2.2 本工法の特長

 本工法は

示されたホテル，大型店舗，オフィスおよび

病院などの不特定多数の人が使用しながら耐

震改修を行う建物を主な

置付けてきた

修工法は写真

物使用者が退避しなければいけなかったため，

本工法は図

ら施工できるように，可能な限り低騒音，低

振動，低粉塵を実現できる工法とした。また

稼働中の建物への影響を最小限とするため，

工事エリアへ搬入する建築資材の量を最小限

とし，狭小施工を可能にする工法とした。本

工法の主な特長を以下に示す。

1) ブロック形状を蝶形とすることで，壁横筋が不

要とすることができる。そのため，壁筋設置時

のアンカー工事

ができ

2) ブロック空洞率を

地震による水平力が作用した際に上下方向力が作用し，通常の

を果たす。そのため，本工法では地震時に作用する水平力を上階から下階へ伝達するための壁縦

横筋が不要となる。本工

蝶形ブロック；Fc60

ック形状はセンターホールタイプ，壁上部用スリットタイプ，最下部用下辺フラットタイプおよび半

割タイプの 4 種類とした。スリットタイプはブロックを前方から挿入し，ブロックを回転して所定の位

置に設置できる。またブロック空洞部は縦孔のみとなる工夫をしている。

エポキシ樹脂；蝶形ブロックを短工期で施工するため各ブロックの上下・左右面に塗布し，ブロッ

ク積層時にブロック同士

高強度無収縮グラウト；ブロックの高強度化に合わせて，ブロック空洞部および既設骨組との隙間

Fc60 以上の高強度無収縮グラウトを充填し，

壁縦筋；フェールセーフという観点から，主に

ブロックの面外方向への転倒を防止するため

に壁縦筋を配筋する。

壁工法とは異なり，壁横筋を使用せずに特殊

なブロック形状によるブロック同士の連結力に

よって，地震時に水平力を負担させる。

下地プレートまたは高強度レベラー；本工法

では，第 1 層のブロックの水平度が重要である

ため，下地プレートまたは高強度レベラーを施

工する。 

割裂防止筋；既設

部の隙間に充填する高強度無収縮グラウトの

ひび割れ発生を防止する。

本工法の特長 

工法は耐震改修促進法

示されたホテル，大型店舗，オフィスおよび

などの不特定多数の人が使用しながら耐

震改修を行う建物を主な

置付けてきた。これまでに開発された耐震改

修工法は写真 2 のように，工事階について建

物使用者が退避しなければいけなかったため，

本工法は図 3 に示すような工事階でも居なが

ら施工できるように，可能な限り低騒音，低

振動，低粉塵を実現できる工法とした。また

稼働中の建物への影響を最小限とするため，

工事エリアへ搬入する建築資材の量を最小限

とし，狭小施工を可能にする工法とした。本

工法の主な特長を以下に示す。

ブロック形状を蝶形とすることで，壁横筋が不

要とすることができる。そのため，壁筋設置時

のアンカー工事を約

ができ騒音，振動および粉塵を低減できる。

ブロック空洞率を

地震による水平力が作用した際に上下方向力が作用し，通常の

を果たす。そのため，本工法では地震時に作用する水平力を上階から下階へ伝達するための壁縦

横筋が不要となる。本工法は主に

Fc60 以上の高強度コンクリートを使用したプレキャストブロックを使用しており，ブロ

ック形状はセンターホールタイプ，壁上部用スリットタイプ，最下部用下辺フラットタイプおよび半

種類とした。スリットタイプはブロックを前方から挿入し，ブロックを回転して所定の位

置に設置できる。またブロック空洞部は縦孔のみとなる工夫をしている。

エポキシ樹脂；蝶形ブロックを短工期で施工するため各ブロックの上下・左右面に塗布し，ブロッ

ク積層時にブロック同士を接合する。またグラウト充填時には溢れ出し防止の役割を果たす。

高強度無収縮グラウト；ブロックの高強度化に合わせて，ブロック空洞部および既設骨組との隙間

以上の高強度無収縮グラウトを充填し，

フェールセーフという観点から，主に

ブロックの面外方向への転倒を防止するため

に壁縦筋を配筋する。本工法は従来の耐震

壁工法とは異なり，壁横筋を使用せずに特殊

なブロック形状によるブロック同士の連結力に

よって，地震時に水平力を負担させる。

下地プレートまたは高強度レベラー；本工法

層のブロックの水平度が重要である

ため，下地プレートまたは高強度レベラーを施

割裂防止筋；既設 RC 骨組と蝶形ブロック壁

部の隙間に充填する高強度無収縮グラウトの

ひび割れ発生を防止する。 

 

耐震改修促進法（2013

示されたホテル，大型店舗，オフィスおよび

などの不特定多数の人が使用しながら耐

震改修を行う建物を主な研究開発の

。これまでに開発された耐震改

のように，工事階について建

物使用者が退避しなければいけなかったため，

に示すような工事階でも居なが

ら施工できるように，可能な限り低騒音，低

振動，低粉塵を実現できる工法とした。また

稼働中の建物への影響を最小限とするため，

工事エリアへ搬入する建築資材の量を最小限

とし，狭小施工を可能にする工法とした。本

工法の主な特長を以下に示す。

ブロック形状を蝶形とすることで，壁横筋が不

要とすることができる。そのため，壁筋設置時

を約 1/5 程度に低減すること

騒音，振動および粉塵を低減できる。

ブロック空洞率を 10～20%と小さくすることで，

地震による水平力が作用した際に上下方向力が作用し，通常の

を果たす。そのため，本工法では地震時に作用する水平力を上階から下階へ伝達するための壁縦

法は主に 6 つの構成要素によって構成される。

以上の高強度コンクリートを使用したプレキャストブロックを使用しており，ブロ

ック形状はセンターホールタイプ，壁上部用スリットタイプ，最下部用下辺フラットタイプおよび半

種類とした。スリットタイプはブロックを前方から挿入し，ブロックを回転して所定の位

置に設置できる。またブロック空洞部は縦孔のみとなる工夫をしている。

エポキシ樹脂；蝶形ブロックを短工期で施工するため各ブロックの上下・左右面に塗布し，ブロッ

を接合する。またグラウト充填時には溢れ出し防止の役割を果たす。

高強度無収縮グラウト；ブロックの高強度化に合わせて，ブロック空洞部および既設骨組との隙間

以上の高強度無収縮グラウトを充填し，

フェールセーフという観点から，主に

ブロックの面外方向への転倒を防止するため

本工法は従来の耐震

壁工法とは異なり，壁横筋を使用せずに特殊

なブロック形状によるブロック同士の連結力に

よって，地震時に水平力を負担させる。 

下地プレートまたは高強度レベラー；本工法

層のブロックの水平度が重要である

ため，下地プレートまたは高強度レベラーを施

骨組と蝶形ブロック壁
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。これまでに開発された耐震改

のように，工事階について建

物使用者が退避しなければいけなかったため，

に示すような工事階でも居なが

ら施工できるように，可能な限り低騒音，低

振動，低粉塵を実現できる工法とした。また

稼働中の建物への影響を最小限とするため，

工事エリアへ搬入する建築資材の量を最小限

とし，狭小施工を可能にする工法とした。本

工法の主な特長を以下に示す。 

ブロック形状を蝶形とすることで，壁横筋が不

要とすることができる。そのため，壁筋設置時
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地震による水平力が作用した際に上下方向力が作用し，通常の

を果たす。そのため，本工法では地震時に作用する水平力を上階から下階へ伝達するための壁縦

つの構成要素によって構成される。

以上の高強度コンクリートを使用したプレキャストブロックを使用しており，ブロ

ック形状はセンターホールタイプ，壁上部用スリットタイプ，最下部用下辺フラットタイプおよび半

種類とした。スリットタイプはブロックを前方から挿入し，ブロックを回転して所定の位

置に設置できる。またブロック空洞部は縦孔のみとなる工夫をしている。

エポキシ樹脂；蝶形ブロックを短工期で施工するため各ブロックの上下・左右面に塗布し，ブロッ

を接合する。またグラウト充填時には溢れ出し防止の役割を果たす。
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稼働中の建物への影響を最小限とするため，

工事エリアへ搬入する建築資材の量を最小限

とし，狭小施工を可能にする工法とした。本
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写真

地震による水平力が作用した際に上下方向力が作用し，通常の RC

を果たす。そのため，本工法では地震時に作用する水平力を上階から下階へ伝達するための壁縦

つの構成要素によって構成される。

以上の高強度コンクリートを使用したプレキャストブロックを使用しており，ブロ

ック形状はセンターホールタイプ，壁上部用スリットタイプ，最下部用下辺フラットタイプおよび半

種類とした。スリットタイプはブロックを前方から挿入し，ブロックを回転して所定の位

置に設置できる。またブロック空洞部は縦孔のみとなる工夫をしている。

エポキシ樹脂；蝶形ブロックを短工期で施工するため各ブロックの上下・左右面に塗布し，ブロッ

を接合する。またグラウト充填時には溢れ出し防止の役割を果たす。

高強度無収縮グラウト；ブロックの高強度化に合わせて，ブロック空洞部および既設骨組との隙間

耐震壁としての一体化を図る。

（a）コンクリート打設工事状況

写真 2 RC 耐震壁増し打ち工法

図
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を接合する。またグラウト充填時には溢れ出し防止の役割を果たす。
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図 3 本工法イメージ図
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種類とした。スリットタイプはブロックを前方から挿入し，ブロックを回転して所定の位

エポキシ樹脂；蝶形ブロックを短工期で施工するため各ブロックの上下・左右面に塗布し，ブロッ

を接合する。またグラウト充填時には溢れ出し防止の役割を果たす。 

高強度無収縮グラウト；ブロックの高強度化に合わせて，ブロック空洞部および既設骨組との隙間

 

における施工上の課題 

 

） 



3 

 

工事エリアに搬入する高強度グラウト等の建築資材を最小限にすることができ，狭小施工が可能

となる。（従来工法では型枠状ブロックが使用されており，空洞率が 40～60%であったため，多くの

グラウト材を工事建物内に搬入して施工する必要があった。） 

3) ブロックの断面形状を工夫し，グラウトを充填するブロック空洞部は縦孔のみとした。 

4) 施工に必要な数だけ蝶形ブロックを小運搬することができるため，施工時間や運搬時間が限定さ

れた場合にでも施工が可能となる。 

5) 建物内で大がかりなコンクリート圧送管を設置せずに施工できる。 

6) 工場で製作されたコンクリートブロックを積層するため，高品質な耐震壁を構築できる。 

 

2.3 適用範囲 

 これまでに図 4 に示す 6 種類の蝶形ブロック

RC 耐震壁について構造実験を実施し，指定評

価機関「株式会社日本 E.R.I.」による構造性能

評価（ERI-K13012-04）を取得している。なお下

記の 6 種類については，既設 RC 骨組の構面内

に耐震ブロック壁を新設する場合のみならず，既

設 RC 壁に蝶形ブロックを増設する場合におい

ても適用可能である。 

1) 無開口タイプ；既設 RC 骨組の構面内に蝶形  

ブロックを積層し，高強度グラウトをブロック空洞

部および周辺骨組との隙間に充填することで耐

震壁を構築する。 

2) ドア開口タイプ；蝶形ブロック壁内にドア開口

を設けた耐震壁であり，開口周辺はブロック壁か

らの圧縮力を処理できる H 形鋼等の補強鉄骨を

設置する。 

3) 両袖壁タイプ；既設 RC 独立柱の両側に蝶形

ブロックを積層する。蝶形ブロックの端部はブロッ

ク壁からの圧縮力を処理できる補強鉄骨を設置する。 

4) 片袖壁タイプ；既設 RC 独立柱の片側に蝶形ブロックを積層する。蝶形ブロックの端部は両袖壁

同様，補強鉄骨を設置する。 

5) 設備開口タイプ；蝶形ブロック壁内の既設梁や既設柱に隣接した箇所に設備配管用の小開口

（開口周比 0.2 以下）を設置する。開口周辺は溝形鋼等の補強鉄骨を設置する。設計方針として無

開口タイプと同等なせん断耐力が得られるように補強鉄骨の設計を行う。図 4（e）に示すように主な

対角線領域にある場合と，領域外にある場合で補強鉄骨のスペックを変える。 

6) 窓開口タイプ；蝶形ブロック壁内に窓開口を設置する。設置可能な開口周比上限値は 0.4 であり，

開口周辺は溝形鋼等の補強鉄骨を設置する。 

 

3. 蝶形ブロック RC 耐震壁の耐震性能 

3.1 主な実験概要 

本工法はこれまでに既設 RC 骨組を補強した蝶形ブロック壁の耐震性能を検証するため，実物の

約 1/3 スケールの試験体を用いた構造実験を実施してきている。ここでは，代表的な構造実験の概

要について示す。図 5 に主な試験体の形状および配筋詳細を示す。基準となる RC 門形フレーム試

験体 F01 および蝶形ブロック壁試験体 2 体の計 3 体である。各試験体は以下のように設定した。 

 

（a）無開口タイプ           （b）ドア開口タイプ 

 

（c）両袖壁タイプ          （d）片袖壁タイプ 

 

（e）設備開口タイプ           （f）窓開口タイプ 

図 4 本工法の適用範囲 
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補強した試験体である。なお，鉄骨の脚部に

ついては，ブロック壁からの圧縮力を伝達させ

るため，下端プレートを設置した。
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B101 試験体は，水平変形角

ったせん断ひび割れが生じ，

形角が増加するとともに，ブロック壁のせん断ひび割れが進展し，緩やかな耐力低下が生じた。また

ドア開口を有する

において

-10×10

ず，最大耐力以降に急激な耐力低下せず，通常の

これは蝶形ブロックの斜面を介して垂直抗力が作用し，通常の

揮し，蝶形ブロック壁が一体となり機能したためと考えられる。

また B101

終破壊時までに

介して圧縮力を伝達していることが確認された。図

ブロック

ック壁の圧縮ストラットによる水平力と既設

の 2 つの耐力に鉄骨柱のせん断力を累加した耐力

また蝶形ブロック

体の最大耐力と蝶形ブロック

ク壁を構築することで最大耐力が

は，蝶形ブロック壁を構築することで

効果を確認した。

本工法では

程度となるが，

て重要な部材角

大耐力後も安定した復元力特性を示した。
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試験体は，水平変形角

せん断ひび割れが生じ，

形角が増加するとともに，ブロック壁のせん断ひび割れが進展し，緩やかな耐力低下が生じた。また

ドア開口を有する B302

においてブロック壁 の対 角 線 方 向 に沿 っ

10×10-3rad 時に最大耐力を記録した。両試験体とも蝶形ブロック壁はほぼ無筋状態にもかかわら

ず，最大耐力以降に急激な耐力低下せず，通常の

これは蝶形ブロックの斜面を介して垂直抗力が作用し，通常の

揮し，蝶形ブロック壁が一体となり機能したためと考えられる。

B101 試験体

終破壊時までに蝶形ブロックコンクリートの圧壊

介して圧縮力を伝達していることが確認された。図

ブロック RC 耐震壁の応力伝達メカニズムを示す。蝶形ブロック

ク壁の圧縮ストラットによる水平力と既設

つの耐力に鉄骨柱のせん断力を累加した耐力

また蝶形ブロック RC

体の最大耐力と蝶形ブロック

ク壁を構築することで最大耐力が

は，蝶形ブロック壁を構築することで

効果を確認した。 

本工法では同一断面の

程度となるが，RC 耐震壁を増設した場合と同様なせん断強度を発揮すると共に，

て重要な部材角 1/250

大耐力後も安定した復元力特性を示した。

 （a）無開口蝶形

 （a）無開口蝶形

-15 -10

水平変形角：R×10

 B101試験体
蝶形ブロック壁

試験体は，水平変形角 R=3.3×10

せん断ひび割れが生じ，R=7.5×10

形角が増加するとともに，ブロック壁のせん断ひび割れが進展し，緩やかな耐力低下が生じた。また

B302 試験体は，

ブロック壁 の対 角 線 方 向 に沿 っ

時に最大耐力を記録した。両試験体とも蝶形ブロック壁はほぼ無筋状態にもかかわら

ず，最大耐力以降に急激な耐力低下せず，通常の

これは蝶形ブロックの斜面を介して垂直抗力が作用し，通常の

揮し，蝶形ブロック壁が一体となり機能したためと考えられる。

試験体および B302

蝶形ブロックコンクリートの圧壊

介して圧縮力を伝達していることが確認された。図

耐震壁の応力伝達メカニズムを示す。蝶形ブロック

ク壁の圧縮ストラットによる水平力と既設

つの耐力に鉄骨柱のせん断力を累加した耐力

RC 耐震壁を構築したことによる耐震補強効果の検討を行うため，

体の最大耐力と蝶形ブロック RC

ク壁を構築することで最大耐力が

は，蝶形ブロック壁を構築することで

同一断面の在来工法に

耐震壁を増設した場合と同様なせん断強度を発揮すると共に，

1/250，1/150rad

大耐力後も安定した復元力特性を示した。

）無開口蝶形ブロック

）無開口蝶形ブロック耐震壁

-5 0

水平変形角：R×10

蝶形ブロック壁

R=3.3×10-3rad

R=7.5×10-3rad

形角が増加するとともに，ブロック壁のせん断ひび割れが進展し，緩やかな耐力低下が生じた。また

試験体は，B101 試験体同様，水平変形角

ブロック壁 の対 角 線 方 向 に沿 っ

時に最大耐力を記録した。両試験体とも蝶形ブロック壁はほぼ無筋状態にもかかわら

ず，最大耐力以降に急激な耐力低下せず，通常の

これは蝶形ブロックの斜面を介して垂直抗力が作用し，通常の

揮し，蝶形ブロック壁が一体となり機能したためと考えられる。

B302 試験体では蝶形ブロック

蝶形ブロックコンクリートの圧壊

介して圧縮力を伝達していることが確認された。図

耐震壁の応力伝達メカニズムを示す。蝶形ブロック

ク壁の圧縮ストラットによる水平力と既設 RC

つの耐力に鉄骨柱のせん断力を累加した耐力

耐震壁を構築したことによる耐震補強効果の検討を行うため，

RC 耐震壁の最大耐力を比較した。その結果，既設骨組に蝶形ブロッ

ク壁を構築することで最大耐力が 3.40～4.94

は，蝶形ブロック壁を構築することで 8.58～9.23

在来工法による RC

耐震壁を増設した場合と同様なせん断強度を発揮すると共に，

1/150rad 時に適正な

大耐力後も安定した復元力特性を示した。 
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rad の載荷サイクルにおいて，

rad の載荷サイクルにおいて最大耐力を記録し，その後変

形角が増加するとともに，ブロック壁のせん断ひび割れが進展し，緩やかな耐力低下が生じた。また
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これは蝶形ブロックの斜面を介して垂直抗力が作用し，通常の

揮し，蝶形ブロック壁が一体となり機能したためと考えられる。

試験体では蝶形ブロック

蝶形ブロックコンクリートの圧壊現象が確認され，両試験体ともに蝶形ブロック壁を

介して圧縮力を伝達していることが確認された。図 7 に試験体の最終破壊状況から推察される蝶形

耐震壁の応力伝達メカニズムを示す。蝶形ブロック

RC 柱のせん断力の和

つの耐力に鉄骨柱のせん断力を累加した耐力と考えられる。

耐震壁を構築したことによる耐震補強効果の検討を行うため，

耐震壁の最大耐力を比較した。その結果，既設骨組に蝶形ブロッ

4.94 倍向上することが確認された。また初期剛性

9.23 倍向上することが確認され，

RC 耐震壁を増設した場合に比べ，初期剛性は約

耐震壁を増設した場合と同様なせん断強度を発揮すると共に，

適正なせん断耐力を確保でき，急激な耐力低下をせずに
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が確認され，両試験体ともに蝶形ブロック壁を

に試験体の最終破壊状況から推察される蝶形

耐震壁の水平耐力は，蝶形ブロ

，補強鉄骨を設置した場合は前述
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耐震壁の最大耐力を比較した。その結果，既設骨組に蝶形ブロッ
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震補強

耐震壁を増設した場合に比べ，初期剛性は約 2/3 倍

耐震補強におい

せん断耐力を確保でき，急激な耐力低下をせずに最
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4. 適用プロジェクト

ここでは，本工法の代表的な適用事例として工事

階での居ながら施工が可能だった

事例を紹介する

本工法は東京都港区に建設されたオフィスビルの

耐震改修工事に採用され

フィスビル内に複数のテナントが入っており，各テナン

トの営業活動を阻害しない工法の採用が望まれてい

た。本工法は前述の通り，アンカー工事を最小限に

できるため，低騒音，低振動および低粉塵を可能にし

ており，プレキャストブロックの積層作業が主作業であ

ることから，あらかじめ使用するブロックや接着剤等の

資材を工事エリア内にストックしておくことで，狭いス

ペースでの作業が可能になる。写真

る耐震改修工事状況を示す。共用部側にて工事用

仮囲いを設けて耐震改修工事の工事エリアとテナント

エリアを明

ったが，このわずかな空間の中で資材搬入，アンカー

工事，ブロック積みおよびグラウト充填の一連の工事

を実施することができた（写真

トブロックはプレキャストコンクリート工場にて製作を行

い，現場内

台車にて仮囲内に場内小運搬を行い，平日の日中

作業にてブロック積み作業を実施した。当該プロジェ

クトでは，実施工においてブロック積み作業時に音や

粉塵はほとんど発生せず，建物内の同じフロアにお

いて執務を行いながらの同時施工を可能

 

5. まとめ

 本稿では，蝶形プレキャストコンクリートブロックを用

いた鉄筋コンクリート耐震壁について，耐震性能およ

び適用プロジェクトでの実施例について示した。その

結果，既設

た。また実際のプロジェクトにより，本工法が目標とする工事階においても居ながら施工ができること

を確認した。

応できる居ながら耐震工事が行える

築化に対応できる耐震補強工法として

入れて開発を
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できるため，低騒音，低振動および低粉塵を可能にし

ており，プレキャストブロックの積層作業が主作業であ

ることから，あらかじめ使用するブロックや接着剤等の

資材を工事エリア内にストックしておくことで，狭いス

ペースでの作業が可能になる。写真

る耐震改修工事状況を示す。共用部側にて工事用

を設けて耐震改修工事の工事エリアとテナント

エリアを明確に区分した。仮囲いの幅は約

，このわずかな空間の中で資材搬入，アンカー

工事，ブロック積みおよびグラウト充填の一連の工事

を実施することができた（写真

トブロックはプレキャストコンクリート工場にて製作を行

い，現場内 1 階ストックヤードに仮置し，毎週末ごとに

台車にて仮囲内に場内小運搬を行い，平日の日中

作業にてブロック積み作業を実施した。当該プロジェ

クトでは，実施工においてブロック積み作業時に音や

粉塵はほとんど発生せず，建物内の同じフロアにお

いて執務を行いながらの同時施工を可能
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階での居ながら施工が可能だったテナントオフィスの

本工法は東京都港区に建設されたオフィスビルの

。当該プロジェクトではオ

フィスビル内に複数のテナントが入っており，各テナン

トの営業活動を阻害しない工法の採用が望まれてい

た。本工法は前述の通り，アンカー工事を最小限に

できるため，低騒音，低振動および低粉塵を可能にし

ており，プレキャストブロックの積層作業が主作業であ

ることから，あらかじめ使用するブロックや接着剤等の

資材を工事エリア内にストックしておくことで，狭いス

ペースでの作業が可能になる。写真 4 に本工法によ

る耐震改修工事状況を示す。共用部側にて工事用

を設けて耐震改修工事の工事エリアとテナント

確に区分した。仮囲いの幅は約 1.5m

，このわずかな空間の中で資材搬入，アンカー

工事，ブロック積みおよびグラウト充填の一連の工事

）。また蝶形コンクリー

トブロックはプレキャストコンクリート工場にて製作を行

階ストックヤードに仮置し，毎週末ごとに

台車にて仮囲内に場内小運搬を行い，平日の日中

作業にてブロック積み作業を実施した。当該プロジェ

クトでは，実施工においてブロック積み作業時に音や

粉塵はほとんど発生せず，建物内の同じフロアにお

いて執務を行いながらの同時施工を可能にした。

本稿では，蝶形プレキャストコンクリートブロックを用

いた鉄筋コンクリート耐震壁について，耐震性能およ

び適用プロジェクトでの実施例について示した。その

骨組に耐震壁を構築することにより，最大耐力が

た。また実際のプロジェクトにより，本工法が目標とする工事階においても居ながら施工ができること

年から実用化を図ってきた

応できる居ながら耐震工事が行える技術として確立している。今後は急速に進んでいる駅施設の建

築化に対応できる耐震補強工法としてインフラの防災という観点から土木構造物への適用も視野に

推進させていきたい。
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裕次，竹田 喜則：高強度コンクリートブロックを用いた耐震補強壁工法の実用化
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ここでは，本工法の代表的な適用事例として工事

オフィスの

本工法は東京都港区に建設されたオフィスビルの

。当該プロジェクトではオ

フィスビル内に複数のテナントが入っており，各テナン

トの営業活動を阻害しない工法の採用が望まれてい

た。本工法は前述の通り，アンカー工事を最小限に

できるため，低騒音，低振動および低粉塵を可能にし

ており，プレキャストブロックの積層作業が主作業であ

ることから，あらかじめ使用するブロックや接着剤等の

資材を工事エリア内にストックしておくことで，狭いス

に本工法によ

る耐震改修工事状況を示す。共用部側にて工事用

を設けて耐震改修工事の工事エリアとテナント

1.5m であ

，このわずかな空間の中で資材搬入，アンカー

工事，ブロック積みおよびグラウト充填の一連の工事

コンクリー

トブロックはプレキャストコンクリート工場にて製作を行

階ストックヤードに仮置し，毎週末ごとに

台車にて仮囲内に場内小運搬を行い，平日の日中

作業にてブロック積み作業を実施した。当該プロジェ

クトでは，実施工においてブロック積み作業時に音や

粉塵はほとんど発生せず，建物内の同じフロアにお

にした。 

本稿では，蝶形プレキャストコンクリートブロックを用

いた鉄筋コンクリート耐震壁について，耐震性能およ

び適用プロジェクトでの実施例について示した。その

骨組に耐震壁を構築することにより，最大耐力が

た。また実際のプロジェクトにより，本工法が目標とする工事階においても居ながら施工ができること

年から実用化を図ってきた本技術は現在，建築分野にお

技術として確立している。今後は急速に進んでいる駅施設の建

インフラの防災という観点から土木構造物への適用も視野に

推進させていきたい。 

年改正耐震改修促進法パンフレット，

 悟史：蝶形ブロックを用いた

2016.7 

喜則：高強度コンクリートブロックを用いた耐震補強壁工法の実用化
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骨組に耐震壁を構築することにより，最大耐力が 3.40

た。また実際のプロジェクトにより，本工法が目標とする工事階においても居ながら施工ができること

本技術は現在，建築分野にお

技術として確立している。今後は急速に進んでいる駅施設の建

インフラの防災という観点から土木構造物への適用も視野に
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～4.94 倍向上することを確認し

た。また実際のプロジェクトにより，本工法が目標とする工事階においても居ながら施工ができること
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技術として確立している。今後は急速に進んでいる駅施設の建
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（a）工事エリア仮囲
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